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｢小さな政府｣を考えるシンポジウム(第1弾)ひらく
建築確認検査の営利企業まかせでは安全な住宅は確保できない
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　｢もうひとつの日本｣闘争本部は、シンポジウム「『官から民』で国民の安全は守られるか－耐震強度偽装問題を検討する」を1月26日に開催しました。全労連第38回評議員会の初日でもあり、26地方組織、26団体から181人が参加しました。

シンポジウムであいさつした熊谷闘争本部長は、｢小さな政府｣は、国民への｢権利保障｣の｢小さな政府｣、企業活動に対する行政の｢チェック機能｣の｢小さな政府｣、安心・安全の｢国民サービス｣の｢小さな政府｣と指摘し、｢耐震強度偽装事件｣にも触れつつ、弱肉強食の｢国民への大きな負担｣を強要する政府である、と強調。｢このシンポジウムを出発点に、『もうひとつの日本』をめざして広範な国民・諸階層と手を結んで奮闘する｣、と述べました。
2時間40分にわたったシンポジウムでは、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの永山日大教授、建設政策研究所の辻村専務理事、毎日新聞社会部の大平記者、東京土建の清水書記次長、自治労連八尾市職労の岩狭書記次長、日弁連消費者問題対策委員の河合弁護士の5人のｼﾝﾎﾟｼﾞｽﾄから、｢官から民へ｣による建築確認検査の民間開放施策や建設・建築産業の重層構造の問題、安全な住宅確保にむけた改善施策、｢小さな政府｣｢規制緩和｣の問題などが提起されました。また、会場からも、98年の建築基準法｢改悪｣法案に対峙した日本共産党の中島武敏元衆院議員、国の建設行政で働く全建労の玖村副委員長、｢五重塔｣の脚本作家の津上忠さん、自治体の建築確認行政について堺市職労の石黒さんが発言し、｢安全・安心｣の問題を深め合いました。(※別紙アピール参照)
 (大阪労連発)

大阪労連「公務リストラ反対闘争本部」がフル回転

　昨年９月に闘争本部（本部長：大阪国公議長森井康生、事務局長：服部信一郎）を立ち上げ、民間単産と地域労連のちからを遺憾なく発揮して、運動が進んでいます。第１回の官民交流会では「組合員から『なんで厚遇にある公務員の支援しなあかんの』と聞かれたら、答えられないから、公務問題やりたくない」と答えていた民間単産役員、「私たちの対岸にいるのが公務員」と言っていたパート・非常勤部会の役員、「困った時だけ出かけてくる公務員組合は反省を」などと発言が相次ぎました。しかし、大阪市長選挙での激しい公務員バッシングへの反撃など実践を通して官民が力をあわせ始めました。交流を重ね、構造改革と公務員攻撃、民間労働者への影響と問題点を相互につかみ合うなかで、闘争体制が強まっていると思います。特に、マンション構造計算書の偽造事件はＪＲ福知山事故に続いて、構造改革路線や規制緩和、公務員バッシングの意味をとらえる機会となりました。

　学習チラシ（大判２ページ）１２万部完成　
民間単産の教宣者も加わっての「学習チラシ」を完成させました。組織内活用を基本に、春闘期間中に地方議会や経済団体などへの要請時にも活用の予定です。保険医協会の坂口副会長は「医者バッシングも同じ」とメッセージを寄せてもらいました。「ゆりかごから墓場まで」と称して、０歳から８０歳までの間、くらしと行政がどんなふうに係わっているのかを言い表しました。この間、がんばれば民営化を跳ね除けた堺市の図書館や吹田市の清掃工場の例を紹介しました。「字は多いけど、これはイイわ」と早速の反響、職場活用が開始されています。

経済団体に「公務員攻撃やめよ」と、１９日要請

１月１８日の府下いっせい宣伝を行ったうえ、１９日、大阪春闘共闘主催の「大企業・ＮＴＴ・府庁包囲１・１９行動」で、関経連・関経協と関西経済同友会の３つの経済団体に要請と懇談を行いました。同友会では、常任幹事で事務局長の萩尾千里氏が直接応対し、小泉構造改革の公務リストラ、小さな政府論、また昨今の公務員バッシングについて意見交換しました。

萩尾氏は、「同友会は、『各企業の利害ではなく、日本経済はどうあるべきか』の立場で活動をおこなっています」と説明し、「企業だけがよくなったらそれでいいという立場はとらない」と述べたうえ、意見を述べました。公務リストラに対しては、箕面市の行革委員長を勤めている経験から、学校給食、ゴミ収集での民営化でコストダウンが図れると発言。ムダ使いの実態を言って異議を唱えると、「僕もムダ使いについては厳しく言っている」と答えるなど、論旨を変えて話しを続けました。国、地方を問わず議会や役人が無駄な事業を推進することで借金を増やしている。だから公務員の数をへらしてムダな事業をさせないことが必要と持論を披瀝しました。その一方、民営化万能論の立場ではなく、公務労働の必要性について言及し、国民生活を守っていく公務労働の役割は重要と述べました。

官民労働者４００人が府庁包囲し、給与構造見直しやめろのコール

１９日の午後３時３０分からはＮＴＴ西日本本社前行動に府労組連ふくむ２００人（通信労組７０人）が参加、官民一体として位置づけたＮＴＴ府庁包囲行動を成功させました。寒風が突き刺さる感じの行動でしたが、構造改革や民営化が労働者を追い詰めようとしていることが肌でつかみ合いました。続く午後４時３０分からは、大阪府庁前集会とデモを行いましたが、ここには４００人が駆けつけ、府当局が狙っている「給与構造改革」の国追随の姿勢や給与水準の引き下げ、昇給カーブのフラット化などの撤回をもとめました。具体的賃下げ攻撃だけに、参加者もちからが入る行動となりました。初めての職員会館前デモ出発も一体感があり成功感を高めました。前日も連合府職と連携した門前宣伝を成功させましたが、府庁内外の世論を高め、職員を励まし当局にインパクトを与えました。

「小泉首相！もう黙ってられへん官庁街総行動」を計画
　

闘争本部では、初夏程度までの活動計画を作成中です。地域労連が主体に、市民参加をもとめる「公務を考えるタウンミーティング」を行政区で開催していきます。３月議会での意見書採択と当局への申し入れ行動などの計画の他、決め手は３・１９大阪総行動です。この大阪総行動では、民間単産の対政府要求交渉を配置し、午後２時から「小泉首相！もう黙ってられへん官庁街総行動」（チンドン屋・ゴレンジャーなどパフォーマンス総出動）を、国税局（合同庁舎２号館）への個人請願（サラリーマン増税・庶民増税）行動を皮切りに、合同庁舎１号館東広場で決起集会、合同庁舎４号館にむけデモ（府庁前通過）を計画し、官庁街を民間労働者も参加して騒然とした状況をつくるだすことにしています。「がんばれ！公務員」のコールが鳴り響くでしょう。（服部）

 (別紙)

住まい・建物の安全を守るために、国・自治体・企業は責任を果たせ－アピール(案)

　耐震構造強度計算偽装事件では、まず何よりもこの事件の全貌解明をすみやかに進めるとともに、事件に関連した企業および個人の責任を明らかにしなければなりません。それと同時に、国民の生命・財産、安全を守ることに関する国と地方自治体の責任をあらためて確認し、事件発生の主要な原因の一つに規制緩和・民間開放政策路線があったことを検証する必要があります。

　注目すべきことは、姉歯元建築士が「98年以降、耐震構造計算の偽造を行ってきた」と述べているように、1998年の建築基準法改正によって誕生した建設計画の確認、検査を行う民間指定検査機関が偽装行為の主要舞台になったことです。この建築基準法改正は、それに先立つ1997年3月の建築審議会答申が示した「効率的で、かつ、的確に建築の安全性を確保すること」を可能にするため、民間検査機関に「建築主の依頼により、建築計画の確認、施工時の中間検査や工事完了検査等を実施する道を開くべきである」との答申にもとづき、不動産開発業・建築業の業界の利益、便益、効率を優先する政策思想で実施されたものです。

この結果、法改正で生まれた民間検査機関は、たとえば最大手のERIは、その出資に大手ハウスメーカー5社が含まれています。この｢民間開放｣は、建築確認・検査の客観性・中立性に大きな疑問を抱く体制に変化しているといわざるを得ません。建築基準法改正とその施行、法の運用には多くの問題があることを指摘しなければなりません。

地方自治体でも建築確認・検査が行われていますが、「効率」優先の流れは、問題の多い民間検査機関での取り扱いが増加し、地方自治体の検査・業務処理体制は、自治体リストラの影響も含めた配置人員の削減などにより脆弱化してきました。

　また、重層下請構造を解消しない不動産・建築業界において、低価格・コストダウン優先の「効率化」は、下請事業者の建築主への従属をさらに強めてさえいます。それは建築士も例外ではありません。そこでは、建築士の独立性の確保、設計・確認事業の適正な遂行能力の強化、その社会的責任等が、制度的に脆弱となる結果をもたらしてきました。

これらが重なって、今回の偽装事件を生み、その被害が居住者、建築主自身にも及んだのです。

　このシンポジウムでは、最高裁判決が示した「指定確認検査機関による確認に関する事務は、地方公共団体の事務である」との判示を踏まえ、建築物の安全性確保は、最終的には国、地方自治体にあることを再確認し、その判断にたって以下の諸点の改善を提案するものです。

　1.被害居住者救済の観点から、事業主の責任を明確にし、必要な制度整備を行い、さらに国・自治体も責任を負う保険制度などを設け、欠陥住宅補償、耐震改修促進制度を構築すること。

　2.建築確認・検査の客観性・中立性を確保するため、当面、民間指定検査機関への指導監督を強化し、営利中心・企業的運営の民間指定検査機関方式を見直し、非営利法人機関の検査体制に移行し、自治体・行政の検査制度を再強化すること。

　3.建築確認検査・施工監理の客観性・中立性確保のため、適切な報酬・所得を確保することなどにより、建築士の独立性を経済的にも強め、職能団体強制加盟を含めた自律・自己規律確保の措置を検討し、また免許更新制度も検討し、技術進歩に適合した設計・検査能力の維持・向上の手だてを講じること。

　4.不当な単価切り下げを防止するため、下請代金支払遅延等防止法などの適用を厳格にし、速やかに業界慣行を是正すること。

　このシンポジウムは、市場原理主義的な「効率」優先、「官から民へ」の改革が、国民・中小企業などの事業者にも巨大な被害をもたらす構造への「改革」であることを明らかにしました。今日、政府が進めている「小さな政府」は、国民の安心・安全、公務の公共性の維持・強化の検証もなく進めてきているものであり、政府の｢規制改革｣・｢民間開放｣政策の危険性を指摘するとともに、その政策転換を強く求めるものです。

2006年1月26日

「『官から民』で国民の安全は守られるか－耐震強度偽装問題を検討する」
－小さな政府を考えるシンポジウム
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